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確認事項
１．この様式は、農用地利用計画変更事前審査調書（以下「審査調書」という。）を静岡県に提出する前に行う事前協議用様式である。
２．申出者は、この様式に除外するために必要な書類を添付して島田市農林課(以下「市」という。）に1部提出する。
３．市は、申出者に必要書類の追加・削除及び補記訂正を求めることができる。申出者が、これに応じず事前協議が完了しなかった場合、市は指定した除外受付期間の終了後に関係書類を破棄することができる。
この場合、事前協議は白紙となり申出はなかったものとする。

４．静岡県及び市との協議の結果、除外の可能性があると認められた場合、市が指定した除外受付期間に審査調書を提出することができる。その際、協議終了の確認印がなければ受付ができないものとする。また、協議終了後も追加資料等求めることができる。
審査調書の提出部数は、正本を一部、副本2部（正本のコピー可とする。）の計3部とする。

５．この様式の提出は、除外を保証するものではない。また、この様式を提出したことにより審査調書の受付けが可能となっても、除外を保証するものではない。
６．この様式による事前協議の期間は定めない。また、除外までの期間も定めない。（協議終了時期が特定できないため、いつまでに除外ができるという約束はできません。）
上記１から６までの内容を了承したうえで、この様式を提出します。

　　　　　　住所

申　出　者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　住所

事業計画者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

●添付図面

１　案内図　

　　計画地の位置について、鉄道駅、インター、庁舎・役場、学校等の市町村における周辺主要施設を含めて、図示すること。

　また、事業計画の位置決定に至る候補地についても併せて明示する。

２　計画地土地利用現況図

　　縮尺1/2500程度の図面に、転用候補地に係る道路、農業用用排水路・生活用排水路等を明示する。

３　計画地周辺土地利用状況図

　　縮尺1/2500～1/5000程度以上の図面に、計画地周辺における農用地区域、農用地区域外農地、宅地等の土地利用の状況がわかるように明示する。

　また、道路、農業用排水路、生活用排水路等の状況も明示すること。

４　建物等施設計画図等

　　計画地における施設等の配置を、縮尺1/2500～1/500 程度の図面に明らかにするとともに、施設の用途別面積一覧表を添付すること。

　　また、同図面において計画事業に計画事業に係る道路、水路等の計画を併せて明らかにする。

５　公図写

　　計画地及び隣接地を含めたものとする。

６　その他

　　事業計画が、移転及び拡張に関する場合においては、移転及び拡張前の土地利用状況図、周辺土地利用状況図を２、３及び４に準じて添付すること。市町村は、農用地利用計画変更申請に係る土地の登記の状況等については、登記謄本等において慎重に確認を行う。

●島田市農用地利用計画変更事前協議書記載要領

１　２の農用地利用計画変更区分については、除外あるいは編入のどちらかに○をつける。

２　４の法・政令・省令上の該当区分欄には、当農用地利用計画の変更が法、政省令上のどの条文に該当する変更であるかを記入する。

　　（例）「法第13条第２項該当」あるいは「法第10条第4項　政令第7条第4項　省令第4条の4第1項27号」等
３　５の事業概要については、事業の必要性、緊急性、規模、事業着工予定時期等について記載する。

　　また、事業内容が移転や拡張の場合については、計画事業内容と現事業内容について対比するとともに、事業着工予定時期及び完了予定時期を記載する。

４　６の農用地利用計画変更土地について、筆数や土地所有者が多い場合については別紙にて一覧に表示し、添付する。

　　この場合変更調書には代表する地番及びその所有者を記入する。

　　（例）「○○市○○　○○番地　他○○筆（別紙一覧）」　　「静岡　太郎　他○○名（別紙一覧）」　

５　計画地の所有者或いは事業転用計画者の所有する土地について、添付補足資料（様式第11ー3号）において一覧に表示し、添付する。
６　６の営農状況欄には、土地所有者の農家分類としての専業、第1種兼業、第2種兼業、非農家を記入するとともに、主要な経営作目、農業者年金への影響（加入あるいは経営委譲年金需給の有無等）、代替地の要望、後継者の有無等を記入する。

７　７の事業計画地の概要の区分欄については、現況農用地利用計画の用途区分に従って記入する。但し、現況農用地利用計画における用途区分が、田、畑、樹園地の区分になっておらず一括農地となっている場合は、計画地（当該農地）の土地利用の現況に従って田、畑、樹園地欄に記入する。

　　農用地区域外の土地については地目別に整理すること。

裏面もお読み下さい。
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